
ベトナム・カンボジア行政視察調査報告書 

１ はじめに 

本県の人口は減少傾向にあり、少子高齢化社会に突入し雇用労働者不足が顕著とな

っており、本県の有効求人倍率は、1.23倍（ R6.6末時点）であり、人手不足が深刻な

状況となっております。 

  また、半導体関連外資企業の進出や、人手不足等により、県内の在留外国人の数は、

昨年末時点で、25,589人と過去最高となっております。人口減少社会の中にあって、

各種産業や地域社会の貴重な担い手として、外国人の方々に、今後とも熊本を選び続

けていただけるようにすることは、本県が将来にわたって活力を維持していくうえで

も、必要不可欠なことであると思っております。 

  本県において、在留外国人のうち、技能実習生や特定技能の方が全体の５割を超え

ており、なかでもベトナム人の方が技能実習生全体の４割以上 3,647人）を占めて

おり、産業の担い手としてご活躍いただいております。 

  また、技能実習及び特定技能の在留資格を持つ方が８割を超えておりますカンボジ

アでは、2022年から来熊が急増しており、県内の在住者は、1,380人となっており、

今後さらに流入が増加するものと期待されております。 

  こうした状況を踏まえ、熊本県議会として、ベトナムとカンボジア両国における人

材派遣の現状を学び、両国の人材の特徴や、人材派遣等について調査するとともに、

両国との信頼関係を更に深め、多くの人材に本県に来ていただくための方策を検討す

る上での参考とするため、本県議会有志13名で調査団を結成し、両国の政府機関、日

本の現地政府機関、日本語や慣習を教える教育機関、また実習生の送り出し機関を訪

問し、その実情、実態を調査することとしました。 

  訪問先ごとに、６つのグループに班編成し、各グループの責任の所在と各人の自覚

を促すとともに、リーダーを中心としてグループの結束を図り、視察先の着眼点や質

問事項を整理し、班ごとの報告書の作成等、役割を明確化し、より効率的、より効果

的な視察研修となることを心掛けました。 

  視察先での一端でありますが、日本語教育機関、送り出し機関は、全寮制となって

おり、厳格に日々の活動計画が示され、実習生の皆さんの目の輝きと、大きな声で（ こ

んにちは、ありがとうございます」とはっきりとした日本語での対応に感心しました。

彼らの日本に対する渡航意欲の高さ、日本で働けることへの喜びと期待に満ち溢れた

姿に心を打たれる思いでした。 

  ベトナムもカンボジアも平均年齢が30才前後、平均寿命も70才前後と、とても若く、

活動的で躍動感に溢れ今後の国力の飛躍的な発展が望めることを実感した極めて印

象的な視察研修でありました。 

  以上、今回の視察の目的、内容等について申し上げましたが、各訪問先の詳細につ

きましては、各グループリーダーよりご報告申し上げます。 

視察団団長 坂田 孝志 



２ ベトナム・カンボジア行政視察調査団訪問メンバー及びチーム編成 

 

 
 

チーム編成表    

・ＪＩＣＡベトナム事務所ホーチミン出張所（[ホーチミン市／ベトナム]  

 リーダー 吉田 孝平 

   竹﨑 和虎、髙野 洋介 

・日本語教育機関 ＩＴＭ）（[ホーチミン市／ベトナム]    

 リーダー 松村 秀逸 

   荒川 知章、髙野 洋介 

・在シェムリアップ日本国領事事務所（[シェムリアップ市／カンボジア]  

リーダー 竹﨑 和虎 

   池永 幸生、吉永 和世 

・カンボジア日本人材開発センター ＣＪＣＣ）（[プノンペン市／カンボジア] 

 リーダー 西山宗孝 

   前田敬介、住永栄一郎 

・技能実習生送出機関 Ｃ.Ｊ.Ｔ.Ｔ）（[プノンペン市／カンボジア]  

 リーダー 前田 敬介 

   西山 宗孝、坂田 孝志 

・カンボジア開発評議会 ＣＤＣ）（[プノンペン市／カンボジア]    

 リーダー 楠本 千秋 

   岩本 浩治、坂田 孝志 

 

県議会議員 役職 チーム

1 吉永　和世 顧問 シェムリアップ領事事務所

2 坂田　孝志 団長 Ｃ.Ｊ.Ｔ.Ｔ　／　ＣＤＣ

3 髙野　洋介 ＪＩＣＡホーチミン出張所　／　ＩＴＭ

4 楠本　千秋 ＣＤＣ（リーダー）

5 西山　宗孝 ＣＪＣＣ（リーダー）　／　Ｃ.Ｊ.Ｔ.Ｔ

6 岩本　浩治 ＣＤＣ

7 松村　秀逸 ＩＴＭ（リーダー）

8 吉田　孝平 ＪＩＣＡホーチミン出張所（リーダー）

9 竹﨑　和虎 ＪＩＣＡホーチミン出張所 ／ シェムリアップ領事事務所（リーダー）

10 池永　幸生 シェムリアップ領事事務所

11 荒川　知章 ＩＴＭ

12 前田　敬介 ＣＪＣＣ　／　Ｃ.Ｊ.Ｔ.Ｔ（リーダー）

13 住永栄一郎 ＣＪＣＣ



３ 訪問概要 

 1）ＪＩＣＡベトナム事務所ホーチミン出張所 

 

訪問日：令和６年 10 月７日 月） 

リーダー 吉田 孝平 メンバー 竹﨑 和虎、髙野 洋介 

 

■日本の対ベトナム ODA 概要について JICA（唐澤氏） 

（・ホーチミンはタのの経済圏に非常に近くカンボジア（（ 

の首都プノンペンまでわずか 200 ㎞の距離にあり、 

のンドシナ半島、太平洋岸の海岸線を占有している 

ので、各回廊の出口に位置していることから、道路 

のンフラ整備が進むにつれてベトナムの主要都市  

が物流拠点として魅力が増し、周辺国の経済都市圏 

と一体化しつつ発展している。 

（・政治面では集団指導体制が前提であり、ASEANのレバレッジを利用しながら米中、

日本、ロシアと各国との距離感を非常に慎重に配慮する全方位外交をとっており、

周辺国の体制の変化にもあまり影響を受けない政治体制になっている。 

（・経済面では、過去の世界経済危機においても安定的な経済成長を継続しているこ

うした政治経済面の特性は、地理的な優位性、また若く質の高い人的な資源、豊

富な天然資源などとともに外国からの投資を引きつけた。 

・援助面ではベトナムに対し日本は 1992 年パリの和平合意後に西側諸国の先陣を

切って、官民での経済協力を再開し、以降援助額では約３割、他の主要ドナーで

ある世界銀行と合わせて、ODA 全体の約７割の支援をしており、90 年代は南北に

分断された国土の一体開発、のンフラ整備を中心とする支援を行っている。2000

年代は本格的な世界市場への復帰を進めるため、制度改善や人材育成を積極的に

支援。2010 年以降は地域間格差、都市部の公害、社会保障制度の整備など多様化

する課題への対応が必要な時代になっている。 

（・現在の対ベトナム開発協力方針は３つの重点分野を定めており①成長と競争力強

化②脆弱性への対応③ガバナンス強化、この３つの強化に力を入れている。 

（・JICA のこれまでベトナムに対する支援の実績は、年間約 400 名の専門家を派遣、

研修生の受け入れも約 400 名、またボランティアも現在 60 名程派遣している。 

（・資金協力である円借款は1992年から2022年度承諾額累計は2.8兆円であり、2023

年も 1,000 億円の新規借款しており、円借款の約７割以上がのンフラ整備に使わ

れている。しかし、近年ではコロナによる影響で建設工事の中断が長引き、さら

には汚職対策により行政手続きが非常に慎重となり公共工事全般が遅れる傾向に

あり、2015 年以前の水準に戻るかは見極めにくいとのこと。 

 



 

  



 

  



 

  



  



■外国貿易大学（ FTU）（・ベトナム日本人材開発のンスティチュート（ VJCC）について

 VJCC 監物氏） 

・外国貿易大学は VJCC がパートナーシップである国立大学で、学生約２万人のベ

トナムにおける社会科学科のトップクラスの大学であり、キャンパスは３カ所、

ハノのが本校でホーチミンと中部に分校がある。大学は社会科系で特にビジネス、

金融、言語に力を入れている大学であり、日本でいう大学試験前に行うセンター

試験でトップ５％ぐらいの方しか合格出来ない入学困難な大学となっており、こ

の大学が日本人材の輩出源になっているとのこと。 

・VJCC はこれまで大学に対して 20 年以上協力しているが、ビジネス研修事業、高

等教育事業、日本語研修（・文化交流この３つのことを重点的に活動協力している。

その中のビジネス研修事業は３つのカテゴリーがあり、特に一番力を入れている

のが経営塾という名前で、経営者、トップマネージャーの育成を行う長期の研修

である。研修内容は期間 10 か月、日本研修 10日、ベトナム企業経営者・幹部が

日本式経営を基礎にグローバルな経営を学ぶ実践的な研修であり、参加者からは

研修内容の質の高さに加え、経営者の仲間づくり、学び合いの場として高い評価

を得ているとのこと。 

・VJCC はベトナム企業のネットワークを中心に、現地ビジネス関係者との幅広い

ネットワークを構築しビジネス連携をサポートしている。 

 

 
  ＪＩＣＡベトナム事務所ホーチミン出張所における研修風景 



■ESUHAI 社の取り組みについて ESUHAI（内海氏） 

・ESUHAI 社はベトナムの企業で、2006 年に設立、これまで技能実習生、高度人材

エンジニアの育成紹介を行っており、これまで 18年間で約１万８千人の人材を日

本へ送り出している会社である。 

・2011 年にはこれまでの産業人材育成事業が JICA から評価され、民間投融資第一

号の融資を受け ESUHAI の学校を建設した。 

（・代表のレロンソン氏は日本に留学経験があり、日本で学ぶ、また生活するうえで

日本語が重要であるということで同社を設立された。 

（・現在ベトナムには約 300 社の送り出し機関があるが、教育の期間や質などは様々

であるとのこと。ESUHAI 社は 18 周年を迎え従業員約 400 名、そのうち教員が 140

名おり、これだけの教員を抱える学校、送り出し機関は世界中にもないとのこと。 

（・これまで送り出してきた地域は東海、関東地方が多く九州地方は少ないので、今

後、熊本県にも多くの実習生を紹介出来たらとのことであった。 

（・高度人材は大学を卒業した人材がエンジニアとして学び、企業へ直接紹介し、こ

のような高度人材機械系の分野、特に建設系の分野では施工管理や現場監督の人

材が必要ということで企業に紹介しているとのこと。 

（・ベトナムの労働者派遣の現状は、ここ数年日本は円安が進み、今後ベトナムから

人材が来てくれるのかという心配の声を聞くが、昨年の海外労働者派遣数は、全

世界に約 16 万人であり、この流れが続くのではないかとのことであった。 

（・今後は円安の影響もあるが、お金を稼ぎたい層からすると日本を選ばない可能性

もあり、ESUHAI 社はその一段階上の考え持つ大きく発展させる道を選びたいと

希望する層を日本に送っていきたいとのことであった。 

・ESUHAI 社は日本にしか人材を送っていないので、JICA から新たな融資を受け、

他社では出来ないが、ESUHAI 社では今後も継続して日本に人材を送り出してい

くとのことであった。 

 

■質疑応答 

  Ｑ ESUHAI 社代表は日本に人材を送るとのことだが何故か？ 

  Ａ 留学していたとき日本は経済発展している時期であり、大企業ばかりと考えて

いたが、素晴らしい中小企業もあり、そのような国で学んで、その学びをベトナ

ムで生かしてほしいという思いからである。 

Ｑ ベトナムにも日本の大企業などが入ってきているが、そこで働くベトナム人が

経営塾に入り関連の会社など立ちあげてよいのか？ 

  Ａ 共産主義国であるが、法律や商習慣などは日本とあまり変わらない 

  Ｑ 実習生は帰国後、就職先は大丈夫なのか？ 

Ａ 現状はあまり帰国していない。ベトナムでの就職先は、日本で学んだ仕事では

就職は難しい。しかし日本で学ぶと他の職種でも活かせる。 

Ｑ 熊本県と ESUHAI 社との関係があまりないとのことだがなぜか？ 

Ａ 九州の管理団体とご縁がないので、むしろ皆様から紹介していただきたい。 

Ｑ 日本に約 3000 件の管理団体があるが、送り出し機関は選択することができる

のか？ 

Ａ どの管理団体でもいいわけではなく、しっかり労務管理や日々の指導ができる

管理団体と提携している。 

 



  



 

  



  



  



  



  



  



 

  



 2）日本語教育機関 ＩＴＭ） 

 

訪問日： 令和６年 10月７日 月） 

 リーダー 松村 秀逸 メンバー 荒川 知章、髙野 洋介 

 

 ■概要 

   ITM 社は、送り出し先のニーズに合致した日本語教育、マナー教育を実施してい

く教育機関であり、送り出し機関と連携し、多くのベトナム人技能実習生に日本で

働くための教育を行っている。  

 

■教育内容 

・技能実習生の教育  日本語能力 N5,N4 レベル 

             会話、コミュニケーション重視の教育 

             挨拶、服装、食文化など日常のマナー 

             交通、ごみ分類などの社会規則 

             報・連・相、時間厳守などの労働規範 

             受入れ企業の要望に応じた専門教育 

 

・介護技能実習生   日本語能力 N4,N3 レベルと介護知識 

             会話、コミュニケーション重視の教育 

             挨拶、服装、食文化など日常のマナー 

             交通、ごみ分類などの社会規則 

             介護施設で働く心構え 

             介護実技授業 280 時間 

             老人施設での実習 ４週間 

 

  ・技術者       日本語能力 N3,N2 レベル 

             会話、コミュニケーション重視の教育 

             挨拶、服装、食文化など日常のマナー 

             交通、ごみ分類などの社会規則 

             報・連・相、時間厳守などの労働規範 

             受入れ企業の要望に応じた専門教育 

 

  ・提携大学での学生への教育  日本語 N5～N3 レベルの教育 

                 挨拶、服装、食文化など日常のマナー 

                 交通、ごみ分類などの社会規則 

 

 

  ・その他    日本へののンターンシップ、留学など目的に応じた日本語教育 

          あいさつ、服装、食文化など日常のマナー 

          交通、ごみ分類などの社会規則 

 

 

 

 

 

 



ITM センターでの授業の様子 

 

 
  

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時間割 
 （（（（（（（ 

6 時（（（（（（（（（（（（（（（（（（（起床 

    （6 時 15 分～（8 時 30 分（（朝体操、大掃除、授業準備 

    （8 時 30 分～10 時（（（（（（（授業 

    10 時（（（（（～10 時 30 分（（ラジオ体操 

    10 時 30 分～12 時（（（（（（（授業 

    12 時（（（（（～13 時（（（（（（（お昼 

    13 時 15 分～16 時（（（（（（（授業 

    16 時（（（（（～16 時 15 分（（ラジオ体操 

    19 時 15 分～20 時 45 分（（自習時間 

    20 時 45 分～21 時（（（（（（（点呼 

22 時 30 分（（（（（（（（（（（（（（就寝 



ラジオ体操 

 

 

 

（・ITM は、2006 年の設立以降、人材から人財へという経営理念を持つ人材育成機関で、

設立当初からベトナム人と日本人教師により訓練を行う軍事訓練モデルを採用して

いる。 

・体操や運動などを定期的に実施し、体力面のみならず意識面においてもより健全な

生活習慣の育成をはかり、仕事へのプロ意識や几帳面さ、忍耐力の養成へと繋げて

いる。 

・日本語学習に加え、日本の文化、習慣、規則、必要な法律までもカリキュラムに取

り入れている。 

・ハノのには４拠点、900 名以上の学習者、50 名以上の教師、ホーチミンには、300

名以上の学習者、15名以上の教師、ダナンには 150 名以上の学習者、10 名以上の教

師が在籍している。 

（・これまで 6000 名以上の実習生、約 150 名の技術者が日本全国各地に在住、または在

住経験を持っている。 

・ITM は人材の日本入国後も、職場でのサポート、定期訪問など、日本法人の ITM ジ

ャパンによりきめ細かく対応している。 

・日本入国までには、①送り出し機関での申し込み、②日本企業面接、採用、③ITM

での教育、④日本企業へ就職といった流れで、約７～８か月かかる。 

・全寮制で規律正しい生活を送る教育、人を人財に変えお客様につなげていくことを

使命としている。 

・送り出し機関それぞれで日本語教育をするところもあるが、ITM は日本語教育を専

門に教えていて、送り出し機関ではない。日本語教育にバラつきがあると日本に行

ってから苦労をするので、この学校が設立された。 



・ITM は学校教育機関なので態度が悪い生徒は退学になる。日本に送ることが前提で

はない。ダメな人材は日本に送らない。ホーチミンとダナンとハノのに学校があり、

ベトナム全域から生徒を募集できる。 

・本来は働く企業や事業所が決まっている生徒が日本語を勉強するが、ITM クラスと

いうものがあり、日本語を学び、成績が優秀な生徒は企業とのマッチングをすると

いうものもある。 

・ベトナムの大学生を日本の大学で学びながら日本の企業で働けるのンターンシップ

も行っている。しかし１年間の期限がある。学生がその企業に就職したいと思えば、

大学を卒業後、その企業とのマッチングも行っている。 

・現在、生徒数は 140 人 男性 73 人、女性 67人）で全寮制になっており、使用して

いるベッドは鉄製の２段ベッド。敷布団もなく、ゴザしか敷いていないため背中が

痛いが、日本に行ってどのような環境でも寝られるように、あえて敷布団は使って

ない。６か月間はこの環境で生活する。教室はエアコンがあるが、教室以外はない。 

 

 

 

（・授業料（ １か月 15000 円×６か月分）は、基本的には働く予定の企業から払われるが

企業側が全て負担しない場合は生徒の支払いが必要。[ベトナムの平均月給５万円] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

  

日本語教育機関 ＩＴＭ）における研修風景 



出典：ＩＴＭ社ホームページ 



  

出典：ＩＴＭ社ホームページ 



出典：ＩＴＭ社ホームページ 



  

出典：ＩＴＭ社ホームページ 



 

  

出典：ＩＴＭ社ホームページ 



 3）在シェムリアップ日本国領事事務所 

 

訪問日：令和６年 10 月８日 水） 

リーダー 竹﨑 和虎 メンバー 池永 幸生、吉永 和世 

 

■シェムリアップ州の概要 

   州都 シェムリアップ市 

   ２市 11郡 14 地区 86 村 

   面積 10,299.53 ㎢ 

   人口 1,191,955 人 

   一人当たり GDP 1,565.8 ドル ※カンボジア王国全体は 1,875 ドル 

 

■シェムリアップ州の経済状況 

   シェムリアップの経済は、アンコール遺跡を訪れる観光客の受け入れに関連する

産業である、旅行業、ホテル業、飲食業が州の GDP の主要部分を構成している。就

労人口はサービス業が 28%、農業が 71%となっており、主な農産品はコメ、トウモ

ロコシ、キャッサバ、カシューナッツ、サツマのモ、ピ-ナッツ、マンゴーである。

また、トンレサップ湖では淡水魚の漁獲量が豊富である。 

   カンボジア政府は、歴史的観光都市としてのシェムリアップ市を優先的観光ゾー

ンの一つとして設定。文化遺産の保全（・保護に関して国際的に認められる魅力的な

観光地とすることを展望してマスタープランを策定している。 

また、カンボジア政府は、海外直接投資の誘致を強く促進しており、業種別では、

のンフラ(40%)、工業(40%)、観光(10%)、農業(10%)となっている。 

1994 年～2022 年の投資額国別順では、中国が 255.3 億ドルで一番多く、次いで、

韓国、英国、マレーシアの順で、日本は 29.6 億ドルで５番目となっている。 

 

■日本とシェムリアップとの関係 

   シェムリアップ州の在留邦人数は 276 人(2024 年１月現在)となっており、日本

人会シェムリアップ支部があるが現在は休止中となっている。また、2009 年にシ

ェムリアップ州在住日本人の保護者有志により設立されたアンコール補習授業校

(幼稚部、小学部)に９名の生徒が在籍。 

カンボジア王国訪問外国人数(2023 年)で、タの、ベトナム、中国、ラオス、米

国に次いで６番目、アンコール遺跡を訪問する人数も、米国、英国、フランス、韓

国、中国に次いで６番目である。 

   主な経済協力として、シェムリアップ上水道拡張事業(円借款 155.52 億円、2023

年５月引き渡し)、シェムリアップ州病院改善計画(無償資金協力 21.53 億円、2024

年４月引き渡し、現在、後続円借款事業を実施中)、カンボジア地雷対策センター

広報施設建設計画(無償資金協力 24.51 億円)等を実施している。 

また、1980 年代からアンコール遺跡の保存・修復に日本政府や上智大学など民

間団体で協力している。 

 

■視察 

シェムリアップ領事事務所は、ホテルのワンフロアを借り上げ、警備も充実。 

最初に坂田団長より、本県の社会･経済情勢、並びに、人材不足の状況の説明と

視察の受け入れに対する御礼の挨拶があり、次に、シェムリアップ領事事務所の米

澤篤所長より歓迎の挨拶をいただいた。 

引き続き、米澤所長よりカンボジア王国、並びにシェムリアップ州の成り立ちと



政治体制や、これまでの政治情勢、外交基本方針や経済状況と主要援助国の経済協

力の状況、さらに熊本との交流状況の概要説明があり、その後、意見が交わされた。 

 

■意見交換 

意見交換では、団員から（ 半導体企業の進出が決まった本県としても、人口減少

社会の中、人手不足は否めず、特定技能や技能実習制度を利用し人材を求める声が

多く、カンボジアからの人材に期待しているが、状況はいかがか。」との質問があ

り、米澤篤所長より、 これからのカンボジア王国の人口構成等を考えると、人材

交流を深めることにより、互いの国の解決できる問題が多くあると考えられる。そ

のうえで、熊本との草の根の交流が大切になってくるのではないか。」との答弁が

あった。 

また、団員から（ 現況では、カンボジア政権は最大の援助国である中国が経済や

安全保障面でも影響力を強めており、両国の緊密な関係とその影響が強く感じられ

るが、どのような状況であるか。」との質問があり、米澤篤所長より、 シェムリア

ップにおいても新空港建設を中国が担うなど、近年、中国の経済協力が顕著となり、

その影響力は年々増している。一方で、日本とカンボジアは 70 年来の関係と交流

があり、経済面でも貿易において、日本からの輸入額は約 704 億円、日本への輸出

額は約（2,692 億円となっている。これまで日本から有償・無償資金協力や技術協

力が行われている。互いの経済状況を踏まえ、熊本がカンボジア国民の働きの場と

なるよう、相互交流を促進するための方策を検討していくべきである。」との答弁

があった。 

様々な意見が交わされた後、担当リーダーの竹﨑県議より、芦北町のカンボジア

王国支援として、学校建設事業や人材交流事業などが草の根交流として取り組まれ

ているとの説明とともに、シェムリアップ領事事務所に対する御礼の挨拶があり視

察を終えた。  



 



  



 



 4）カンボジア王立プノンペン大学内 カンボジア日本人材開発センター（ ＣＪＣＣ） 

 

訪問日：令和６年 10 月９日 水） 

リーダー（西山 宗孝 メンバー（前田 敬介、住永 栄一郎 

 

■ＣＪＣＣ Ⅽombodia-Japan（Ⅽooperation（Ⅽenter）とは 

・2004 年設立 

（・カンボジア政府とＪＩＣＡ及び国際交流基金を通じた日本政府の協力により運営 

（・日本語と日本式ビジネスの教育に加え、日本文化発信の拠点として運営、日本と

カンボジアの人的交流の場としての役割を担っている 

・カンボジアにて有能な人材を訓練育成 

・活動の３本柱 ビジネストレーニング、キャリ 

ア形成のための日本語、文化教育プログラム） 

を通じてカンボジアと日本の相互理解を促進 

・教育青年スポーツ省 ＭＤＥＹＳ）を通じた 

カンボジア政府、国際協力機構 ＪＩＣＡ） 

及び国際交流基金 ＪＦ）を通じた日本政府 

の協力によって運営 

 

■視察に当たって 

挨拶 概要）：キム・リエンＣＪＣＣ所長 コーディネーター志水氏） 

〇人材育成、日本の教育に感謝 

20 年目を迎え、ジャのカ交流基金を通して、財政技術的支援を受け、素晴らし

い成果、企業経営者 35,000 人の人材を育成。パートナーシップ、日本の投資家

とつなぐプラットフォームとして存在。2012 年～ジョブフェアなど年に２回開催。 

〇日本語プログラム 

能力試験 日本語検定）年２回、スピーチ 

コンテスト １回）などを実施。  

〇教育文化交流プログラム 

学生のンターンシップ受け入れ 熊本技術 

短大）日本への入学生等を推進するためのジ 

ャのカ支援のもと、教育フェア等も実施。 

〇日本への短期留学、企業、ＪＡや水産関係の 

事業所へのンターンシップ実施に向けた課題 

として取得単位、経費、留学生の受け入れ先 

の環境などがある。ＣＪＣＣにとってはこれらの課題に向けプラットフォームと

しての役割を果たしていく。 

〇就職フェア開催、カンボジア進出企業に加え日本からの参加企業も横浜市におけ

るセミナーではジェトロと連携し、ビザ取得や就職活動についても実施。 

〇日本の稲盛和夫氏ののナモリのズム（ 生き方（・哲学）がカンボジアでは高い人気。 

 

■考察  

以上についてカンボジアにおける実状と日本の現状を見るとき、官民における交

流課題を中心とした理解を更に深める必要性を感じた。以下は質疑応答を踏まえた

考察。 

（・日系企業におけるのンターンの受け入れなどの課題では日本への短期留学（ 大学、

大学院）と合わせて JA、水産団体等の事業所、組織等へののンターンシップにお

王立プノンペン大学内 

 

王立プノンペン大学内 

日本人材開発センター 



ける単位取得、経費など課題解決に対するＣＪＣＣの役割の重要性は大きく、今

後もプラットフォームとしての充実が期待される。 

・労働省－民間の連携推進等 

（・技能実習生については相対的に日本行きを希望する若者層が減少していると聞く、

センターが立地する王立プノンペン大学の日本語学科でも志望者が減っていると

聞いたが経済的理由の他、日本における所得や生活費などの理由も背景にあると

思われる。 

（・一方、実習生等の受け入れのあり方について、日本（ 熊本）における受け入れ環

境を具体的に検証、検討する必要性が求められる。又、日本語学校などの関係者

からの意見にはカンボジアは親日的な国民であり、日本で働き、職種を問わず地

域とのコミュニティなど環境づくり次第では 

日本人の国民性に加え、日本での生活に安心 

感があることから、 いずれにしても日本、 

カンボジア相互の理解、認識が求められる。） 

日本は選ばれる可能性は高いと感じた。 

・また、国の機関をはじめ、ＪＩＣＡ、ＣＤＣ、 

ＩＴＭ、ＣＪＴＴなどそれぞれの役割や機関 

の位置付け、目的の違いはあるとしても相互 

理解の中で日本、カンボジアの人材交流を始 

めとした経済交流の課題などを共有し、これ 

に対応することが大変重要であると感じた。 

 

■まとめ  

現地の関係（ 機関）者より限られた時間の中で様々なことを伺うことができ、日

本（ 熊本）における受け入れの課題など、カンボジア側から見た課題についても多

くのことを学ぶことができた。同行した執行部とも共有し、今度の視察の成果を今

後の議会審議にしっかりと生かしていきたい。  

日本人材開発センターにおける研修風景 



カンボジア日本人材開発センターについて 

 
Home CJCC / CJCCについて 

 

概観 
 

2004年の設立以来15年以上にわたり、カンボジア日本人材開発センター（CJCC）

はカンボジアにとって有能な人材を訓練し育成してきました。同時に、活動の3本柱（（ビ

ジネストレーニング、キャリア形成のための日本語、文化（ 教育交流プログラム）を通

じてカンボジアと日本の相互理解を促進してきました。CJCCは教 

育（ 青年（ スーー 省（（MOEYS）を通じたカンボジア政府、そして国際協力機構（（JICA）

及び国際交流基金（JF）を通じた日本政府の協力により運営されています。 

 

 

ビジョン 

 

ビジネス、日本語、文化交流を通じて、カンボジアと日本の相互理解を促進するプラッ

トフォームとなる 

 

 

ミッション 

ビジョンを達成するためのミッションは次の通り。 

 

カンボジアの持続的な成長とスタートアップエコシステムの発展のために、スタートア

ップや中小企業を支援するためのビジネストレーニングやサービス、ネットワーキング

を提供する 

日本語能力を有する人材、および日本語教育能力を有する人材を育成し、日本語教育を

通じた異文化理解を促進する 

良質なイベント運営サービスの提供を通じて、カンボジアと日本の文化（ 教育交流を促

進する 

 

 
  

出典：カンボジア日本人材開発センター ＣＪＣＣ）ホームページ 



CJCCプロジェクト 

 

プロジェクトの歴史とプロジェクトフェーズ4 

 

 
プロジェクトタイトル：カンボジア日本人材開発センター起業家育成 ビジネス交流拠点

機能拡充プロジェクト 

上位目標：CJCCが産業人材育成及び企業向け情報提供 支援ネットワークのプラット

フォームとなる。 

プロジェクト目標：CJCCの産業人材育成及び企業向け情報提供（ 支援ネットワークを行

うための能力が強化される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：カンボジア日本人材開発センター ＣＪＣＣ）ホームページ 



 5）カンボジア技能実習生送出機関(Ｃ.Ｊ.Ｔ.Ｔ) 

 

訪問日：2024 年 10 月９日(水) 

リーダー 前田敬介 メンバー 西山宗孝、坂田孝志 

 

■ＣＪＴＴとは 

2013 年 6月日本語学校エンジェルスクールを開校。 

2017 年 1月日本事務所を八代に開設。現在は松橋に移転し営業。 

2018 年 4月役員交代で現在は田中会長・中本社長が CJTT を運営。 

 

Ｃ…Cambodia（Ｊ…JAPAN（Ｔ…Trading（Ｔ…Training の頭文字をとりＣＪＴＴと

いう社名であり、会社の実務としては①日本から求人を受ける→②カンボジアで人

材を募集し→③エンジェル学校で日本語の勉強→④日本へ送り出す→⑤労働者の

通訳（・相談等のアフターケアも行っており、実際、実習生は日本到着後 1ヶ月研修

を受けてから働いている。 

 

■エンジェル学校での教育 

この学校では、約６か月  

間の就学期間で日本語の 

勉強だけではなく技能実 

習(農業、鉄筋（・型枠施工、 

溶接、縫製等)も行われて  

おり実技面の能力向上に 

も努めている。あわせて、 

日本で働き生活する為の 

教育(道徳教育、失踪教 

育（・対策)を実施。内容は、 

ゴミ分別や礼儀等のマナ 

ーや日本へ行った際の勧 

誘メール対策等。 

 

■日本での受け入れ状況 

ＣＪＴＴの特徴として  

46％男性 54％女性。送っている地域は熊本が圧倒的に多い。1000 人中 276 名、50

～70 名増えて、４人に１人が熊本県で働いている。 

働いている職種は、農業が約 50％となる。ベトナムでは農業・縫製・建設業が

不人気になってきているが、カンボジアは農業に行く人がいる。その他は惣菜（・製

造業・食品加工業も多くなってきている。 

 

■質疑応答 

Ｑ 熊本県の半導体関連の募集はどうか？ 

Ａ 今のところ、半導体関連はこちらでは全くない。どうしても機械のオペレータ

ーという形だと思うので、どちらかというとやはり、体を使う仕事が多い。 

Ｑ 日本では、実習生が希望する職種に就くことができているか？ 

Ａ 自分はどうしても農業がいいという人がいれば、農業でも惣菜製造業に行く人

がいる。お金で決める人もいる。カンボジアで人気が高いのは製造業や屋根の付

いた作業の仕事が集まりやすくなっている。現在はネット環境が発達し中国（・韓

Ｃ.Ｊ.Ｔ.Ｔにおける研修風景 



国（・ッップホップミュージックを視聴できるようになり、見た目を気にして日焼

けしたくないという若い人が増え、惣菜製造業など募集が早く定員に達する。 

Ｑ 皆さん礼儀正しいことに、驚いた。礼儀正しいので介護の分野を希望されたら

良いと思うが、どのように思われるか？ 

Ａ 介護の分野は条件が厳しいので、語学が L4 以上で介護の適切な専門授業を受

けなければならない。色々調べてみたが、なかなか難しい。 

Ｑ 日本に働きに行くには、どのくらいお金が必要になるのか？ 

Ａ カンボジアはベトナムと違い手数料を払うのはない。4,900 ドル位。必要な道

具等を入れても約 5,000 ドルとなる。 

Ｑ 現在、日本行きを希望する人は多いのか？ 

Ａ 実際、当方が募集するようになって、４年目は１ドル 140～160 円で、募集し

ても誰も来ない。日本にいるカンボジア人から今、日本に来てもお金が安い、お

金がたまらないから止めるよう進言する人もいる。去年も円安でなかなか人が集

まらなかった。 

Ｑ 給料の面でも、関東（・関西方面が高いと思われる。九州熊本より給料が高いと

ころを希望するという人もいるのか？ 

Ａ 実際、本音としては若い人は東京とかに憧れとかはある。比較的若い人は、東

京とか大阪で働いてみたいという人はいる。逆にそういう所は気にしないという

人も結構いる。 

Ｑ 学校にはカンボジア全土から来ているのか？ 

Ａ カンボジア全土から来ている。プノンペンの近く、ポンペの、クレベリン等が

多く、バンテリンチェのやアンコールワット周辺は稀である。 

 

■農業大学学生ののンターンシップ制度の活用について 

1964 年に設立された王立農業大学がある。この学校で、2022 年よりＣＪＴＴと

学校により日本語クラスを設立。翌年 2023 年１月よりＣＪＴＴから日本語講師を

派遣し、週５時間(１コマ１時間)日本語コースの学生に日本語を教えている。日本

語を学んでもらい、日本に興味を持ってもらい、日本で働きたいという学生を育成

している。 

※現在３か月間ののンターンシップ制度が行われている。ぜひ日本でも活用しても

らいたい。 

Ｑ 農業分野だけか？ 

Ａ 農業の中にも様々な分野がある。特殊な部門としては食品加工が含まれたり・酪

農であったり、例えば農業分野の試運転だったり、又は水産業だったり、林業だっ

たりなど。＋αの専門分野で広く行っている。熊本の農業者にお手伝いできるので

はないかと思っている。 

Ｑ 農業高校なのに水産分野といわれたが、海苔の養殖等も対応できるのか？ 

Ａ 私どもの水産学部の人間をそういう所に入れてもらえればありがたいと思って

いる。 

 

■まとめ 

本県は、企業のみならず農林水産業の人手不足は、慢性的に発生している。そこへ

半導体受託生産の世界最大手、TSMC が進出し、更に人手不足が加速し、人材確保が

急務となっている。現在でも約 7,800 人の技能実習生が熊本県に就業しているが、更

なる活用が必要となる。 

今回の視察を終えて、ＣＪＴＴの活動は熊本の今後の人手不足解消に貢献してくれ

る可能性を秘めている。前述のとおりベトナムの実習生は農林水産業への送り出しは



少なくなり、カンボジアではまだまだ希望者がいる。のンターンシップ制度によりシ

ーズン型の業種にも人手不足が補われること等。 

しかしながら、現在の円安、ネット環境の充実、都会へのあこがれや本県の賃金ア

ップ等、受け入れる側の努力が必要という事も、実感させられた。 

あわせて、受け入れる側としても日本に働きに来て、帰国後技能を身に着けたのに

働き口が無い等、使って終わり感が否めない点も受け入れる側の国が、考えていく必

要を感じた。 

今後、実習生が、安心して熊本に来れるよう実習生の負担の軽減や受け入れる会社

の負担軽減等図っていく必要があると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

視察団と実習生の集合写真 

  



 



  



  



  



  



  



 6）カンボジア開発評議会(ＣＤＣ) 

 

訪問日：令和６年 10月 10 日(木) 

リーダー 楠本 千秋 メンバー 岩本 浩治、坂田 孝志 

 

■カンボジア開発評議会(ＣＤＣ)とは 

   カンボジアの復興（・開発及び投資活動を所管する政府機関で、ワン・ストップ・

サービスを提供し、すべての復興（・開発（・投資プロジェクトに関する評価と意思決

定を行う政府機関。 

 
坂田団長（㊧（ｽｩｵ・ｿﾌｧｰﾙ閣下（㊥（（通訳（㊨ 

 

■カンボジアの経済の概況および将来の経済発展について スゥオ・ソファール閣下） 

これまで日本が取り組まれたＯＥＣＤによる援助は、カンボジア国の復興の助け

となった。日本国民および関係者に感謝する。 

カンボジアは大変苦しい時代を経験したが、今日の平和と復興発展は、日本政府

の経済協力、多くの日本企業の進出によるもの。これからも支援をお願いしたい。 

  今後、様々な課題解決のため、定期的な協議を行いたい。 

自分が若い頃、日本で働いた経験がカンボジアの復興に大変役に立っている。日

本の人材不足にも役立つ相互交流協力は大変良いことである。 

今回の熊本県議会関係者のみなさんのカンボジア訪問を契機に、開発機構から人

材派遣の協力、日本で働く人材の増加を期待したい。 

 

■スゥオ・ソファール閣下からの要望 

 ・カンボジアの国づくりのため、これからも日本の支援をお願いしたい。 

 （・日本で働くカンボジアの若者が抱える問題について、ささいな事であっても、熊本

県議会の支援をお願いしたい。 

 

■最後に 

  坂田団長から、視察受け入れに対する謝礼と芦北町の小学校支援の繋がりの意義や

カンボジアと日本 熊本）との交流について依頼し視察を終えた。 



 
カンボジア開発評議会応接室の様子   坂田団長（㊧（ｽｩｵ・ｿﾌｧｰﾙ閣下（㊥（（通訳（㊨ 

熊本県議会視察団の集合写真 

 

 

 
  

  

 

 

 
 
ＣＤＣ（…（カンボジアにおける復興・開発と投資活動の監督に関して責任を負う唯一の機関 

として、カンボジア投資法により1994年カンボジア開発評議会 ＣＤＣ）が設立

された。 



４ おわりに 

 

  今回の、ベトナム、カンボジア二か国の視察について、私たちは主に６か所を訪問

し視察を行いましたが、そのいずれの視察においても、我が県の実情に照らしながら、

それぞれのテーマごとにグループを編成し、事前の情報収集から現地視察、そして報

告書の作成に至るまで非常に効率的に行うことが出来たと思います。 

  それぞれのテーマにつきましては、グループごとに報告書を作成しておりますので、

ご覧いただきたいと思いますが、いずれの視察先においても、予定する時間を超過す

る熱心な議論が行われました。今回報告書に記載している質問は、その代表的なもの

でありますことを申し添えておきます。 

  さて、今回の視察の成果は、両国の教育機関、送り出し機関においては、それぞれ

の教育スタのルを持ちながら、人材育成に取り組んでおられることを確認できたこと

であります。 

  ベトナムにおいては、ベトナム人材の層と日本企業とのマッチングを図るうえで、

募集人材を三層に分類し、その中でも、 まだ能力・経験はあまりないが大きく発展

させる道を歩みたい」というベトナムに多くいる人材を二層に位置付け、この二層を

募集（・育成し、日本企業とマッチングを進めるという日本に特化した教育機関がある

ことです。この機関には、JICA が補助金を交付し、教育施設の整備がなされており、

JICA の外国人材育成への意気込みが感じられました。 

  カンボジアにおいては、国の教育環境が充実されていない状況であり、人材の発掘

に難しさがあるように感じられました。しかし、教育機関で学んでいる生徒たちの目

は輝き、未来に挑戦する強いエネルギーを実感することが出来ました。 

  今回、両国を視察する中で強く実感したことは、外国人材に対しての考え方を日本

国そして企業としてしっかりと持つことの大切さです。これまでのように、 低賃金

で雇えるので短期間の穴埋めに」等ではなく、大切な人材として、賃金及び生活環境

等も他国に引けを取らない受け入れ態勢をしっかり整えることの大切です。その考え

方を持って対応しなければ、選ばれる日本、選ばれる熊本は実現できないと思います。 

  今後、今回の視察の中で得たことを、県政の浮揚と県民の幸福の実現のために活か

していくことをお約束申し上げます。 

  最後に、今回、快く視察を受け入れていただき、丁寧な説明をいただいた関係者の

皆様に感謝申し上げ、報告のまとめと致します。 

 

                     視察団顧問 吉永 和世 
 


